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第１章 防災行政無線システムの現状と課題 

 本章では、260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの共同利用等に関する調査検討会を

立ち上げた背景並びに我が国の防災行政無線システムや 260MHz 帯デジタル防災行政無線

システムの概要について説明を行い、また、北陸管内の防災行政無線の現状と課題につい

て整理した。 

 

第１節 調査検討に至る背景 

 

(1) 取組の背景 

我が国は、地球の四つのプレートが衝突する場所に位置していることや、太平洋で

発生する台風の進路上にある等の理由により、全国どこでも地震等の大規模災害が発

生する可能性を有しており、北陸管内においても、近年、「平成 16 年 7 月福井豪雨」、

「平成 19 年(2007 年)能登半島地震」など大きな災害に見舞われている。 

地域の安心と安全を確保する“防災”（防災・減災対策）は、行政の基本的な責務で

あるとともに、地域経済を安定して成長させる基盤となることから、都道府県及び市

町村では、自営無線通信システムとして防災行政無線（移動系）の整備を進め、平成

20 年 3 月末現在、北陸管内の市町村整備率は 82.4%（全国では 85％）となっている。 

総務省では、既存のアナログ方式の防災無線システムの高度化と電波の有効利用を

図るために、800MHz 帯の地域防災無線（使用期限 平成 23 年 5 月 31 日）及び

150MHz/400MHz 帯の防災行政無線(移動系)については、できるだけ早期に 260MHz 帯へ

移行することとしている。 

北陸管内においては、平成 14年 3 月に福井県美浜町、平成 19 年 12 月に石川県及び

福井県が 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムを導入したところであるが、他の市

町村では、市町村合併に伴う防災行政無線の再編や消防の広域化による消防救急無線

の再編などを踏まえて導入が検討されているものの、財政事情等から早期の整備が難

しい市町村も多く、今後、より一層の普及促進のための検討が重要となっている。 

更に、大規模広域災害の際に必要となる自治体間での救助・救援活動（応援活動）

を円滑に行うため、無線機器の相互接続性の確保が重要である。 

このような状況に鑑み、市町村合併の状況や財政事情、地理的条件等の地域事情も

考慮しつつ、260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの普及促進を目指し、市町村に

おいて円滑に導入が可能となる効率的な整備方策等について調査検討を行うこととし

た。 

 

第２節 防災行政無線システム 

 

(1) 我が国の防災行政無線システム 

我が国の防災通信網は、国、消防庁及び地方公共団体が相互関係を保持しながらそ

れぞれ構築している。システムの全体構成は図 1-1に示すとおりである。 
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図 1-1 我が国の防災無線システムの全体構成 

 

ア 中央防災無線 

内閣府を中心に、指定行政機関等（中央省庁等 28 機関）や指定公共機関（NTT、

NHK、電力等 50 機関）、立川広域防災基地内の防災関係機関（東京災害医療センタ

ー等 11 機関）を結ぶ無線通信システム。  

イ 消防防災無線 

消防庁と 47都道府県相互間を結び、消防庁からの一斉通報や被災地からの災害情

報の収集・伝達等の通信を行うための無線通信システム。地上系マイクロ回線と地

域衛星通信ネットワークの衛星系回線により構成されている。 

ウ 地域衛星通信ネットワーク  

災害情報の収集・伝達と地域の情報化等を目的とした、都道府県、市町村及び防

災関係機関を通信衛星回線で結ぶ無線通信ネットワーク。 

エ 都道府県防災行政無線  

都道府県とその出先機関、市町村やその他の防災関係機関との間を結び、地域防

災計画に基づく防災情報の収集・伝達を行うための無線通信システム。都道府県庁

と市町村役場等を結ぶ地上系マイクロ回線、専用線及び地域衛星通信ネットワーク

の衛星系回線からなる「固定通信系」並びに災害現場の車両等との間で連絡等通信

を行う「移動通信系」から構成されている。 

オ 市町村防災行政無線  

市町村が被災地住民の避難、救助・救援や応急復旧等の防災活動を行うための無

線通信システム。災害情報を屋外スピーカ等で地域住民に通報・周知する「同報通

信系」と市町村役場等と災害現場の車両等との間で災害情報の収集や連絡等の通信

を行う「移動通信系」がある。 
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カ 地域防災無線  

市町村とその出先機関、地域の消防、水防、警察等の地域防災関係機関、医療や

電気、ガス、通信、運輸、金融、教育、農業協同組合、自主防災組織等の生活関連

機関の相互間で防災活動に関する通信を行うための無線通信システム。 

（デジタル方式へ移行のため使用期限は平成 23 年 5 月 31 日まで） 

キ 消防・救急無線  

消防本部又は消防署と消防・救急車両等の移動体及び移動体相互間で、消火活動

や救急活動等のための情報の収集・伝達や連絡等を行う無線通信システム｡ 

（デジタル方式への移行のため 150MHz 帯使用期限は平成 28 年 5 月 31日まで） 

ク 防災相互通信用無線 

地震災害、コンビナート災害等の大規模災害に備え、災害現場において自治体、

消防、警察、電力会社、海上保安庁等の防災関係機関の間で、被災情報等を迅速に

交換し、防災活動を円滑に進めることを目的とした無線通信システム。 

 

(2) 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの概要 

260MHz 帯の電波を使用する「都道府県・市町村デジタル移動通信システム」は、ア

ナログ方式の防災行政無線（60MHz帯の都道府県防災行政無線、150MHz 帯又は 400MHz

帯の市町村防災行政無線（移動系）及び 800MHz 帯の地域防災無線）に替わるものとし

て制度化・規格化されたデジタル方式の移動通信システムである。本検討会では

「260MHz 帯デジタル防災行政無線システム」と称する。 

ア システムの主な特徴と利用イメージ 

(ｱ) 通信路が多チャンネル化 

１周波数あたり最大 4チャンネル（通信路）の多チャンネル化を実現しており、

これにより 1の周波数で最大 4対向の連絡通信やデータ伝送などを同時に行うこ

とができる。 

(ｲ) 通信機能が格段に向上 

画像等の高速データ伝送や一斉通信、統制通信、県や全国の市町村との応援通

信が可能になるなど、通信機能が格段に向上している。また、通信の秘話性・秘

匿性も格段に向上。 

(ｳ) 通信エリアが拡大 

移動局同士の通信も基地局を介して行われるため、遠く離れた移動局同士でも

基地局の通信エリア内であれば通信を行うことができる。 

(ｴ) 情報システムとの連動性が向上 

デジタルネットワークとの親和性が高く、防災情報システムや土砂災害システ

ム等、他の情報システムとの接続・連動が容易になる。 

システムの利用イメージを図 1-2 に示す。 

 



 - 4 - 

電波不感地帯対策（中継）

現地対策本部、避難所

消防・救急、防災関係機関等

災害現場

救援車両・隊員との通信

（双方向複信通信）

個別通信、グループ通信、一斉通信

中継所

（基地局）

市町村役場

（統制局）

（災害対策本部）

通信エリアの拡大

安否情報・復旧情報（音声・データ）

マルチメディア伝送（画像・データ）

Ａ市応援

Ｂ市

相互応援通信により市町村が連携

市町村間相互応援

防災・生活関係機関との連携

（基地局）

電波不感地帯対策（中継）

現地対策本部、避難所

消防・救急、防災関係機関等

災害現場

救援車両・隊員との通信

（双方向複信通信）

個別通信、グループ通信、一斉通信

中継所

（基地局）

市町村役場

（統制局）

（災害対策本部）

通信エリアの拡大

安否情報・復旧情報（音声・データ）

マルチメディア伝送（画像・データ）

Ａ市応援

Ｂ市

相互応援通信により市町村が連携

市町村間相互応援

防災・生活関係機関との連携

（基地局）

 

図 1-2 システムの利用イメージ 

 

イ システムを構成する組織・機関 

非常災害時において市町村の災害対策本部と消防、警察、水防等地域の防災関係

機関や医療、電気、ガス、通信、運輸、金融、教育、農協、漁協等生活関連機関な

どを結ぶ連絡体制を図 1-3 のように確立しており、迅速で的確な災害応急活動を行

うことができる。 

電力・水道・ガス 報道機関

農協・漁協

デパート・金融機関
自主防災隊

ボランティア団体

交通運輸機関

自治会・町内会
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（市町村役場）
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図 1-3 システムを構成する組織・機関等 
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ウ システムの主な通信機能 

260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの主な通信機能の概要を表 1-1 に示す。 

通信の種別 概   要 主な利用想定 

個別通信 
統制局と移動局等の間又は移動局相互間等で個

別に行う通信 
通常時 

グループ通信  
統制局又は移動局等から複数の移動局等で構成

されるグループを対象に行う通信 
通常時 

PBX 通信 
市町村役場等の PBX（構内電話交換機）に収容さ

れた電話機と移動局等の間で行う通信 
通常時 

専用チャネル 

通信 

特定の業務や組織、部署等を単位とするグループ

の中で専用に割り当てられた通信チャンネルを使用

して行う通信 

通常時 

同報通信 

統制局から複数の移動局等を対象に同時に同じ内

容の通報等を行う片方向（下り）の通信で、通信対

象の移動局等の内、待ち受け状態にある移動局だけ

に通報できる。（通信してない移動局向け一斉通信）  

非常災害時 

一斉通信 

統制局から複数の移動局等で構成されるグループ

を対象に、同時に同じ内容の通報等を強制的に行う

片方向（下り）通信で、通報対象の移動局等が通信

中のときは強制的に切断され統制局からの通信に

切り替わる。（全局向け強制一斉通信）  

非常災害時 

統制通信 

統制局から特定の移動局等またはグループに対し

て行う強制的な通信で、通信対象の移動局等が通信

中のときは強制的に切断され統制局からの通信に切

り替わる。（特定局・グループ向け強制一斉通信）  

非常災害時 

緊急連絡 

通信 

移動局等から統制局に対して緊急に連絡を取りた

い旨を通知する通信で、統制局が通信中の時や通信

チャンネルに空きがないときでも統制局に通知する

ことができる。  

非常災害時 

応援通信 

非常災害時等に近隣市町村や応援協定を締結した

全国の都道府県、市町村等の統制局又は移動局等と

の間で行う救助・救援活動を応援するための通信 

非常災害時 

移動局間 

直接通信  

基地局のサービスエリアの外で基地局を介さずに

移動局等の相互間で直接行う通信  

通常時／ 

非常災害時 

通信統制 

統制局と移動局等の間の通信を必要に応じて発着

信規制や通信時間の制限、強制切断などにより統

括・規制すること  

非常災害時 

表 1-1 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの主な通信機能 
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エ システムの構成 

260MHz 帯デジタル防災行政無線システムは、図 1-4に示すとおり、市町村役場等

に設置する統制局と基地局、必要に応じて山上等の中継所に設置する基地局（無線

中継局）、市町村の出先や防災関係機関、生活関連機関等に設置する端末局並びに携

帯型や車載型等の移動局から構成される。 
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PBX

内線電話
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ＰＨＳ
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可搬型無線装置

携帯型
無線装置

遠隔制御装置

車携帯型
無線装置

車載型
無線装置

遠隔制御装置
基地局

無線装置

端末局

ﾃﾞｰﾀ通信
ｱﾀﾞﾌﾟﾀ

無線中継回線

（山上中継所）可搬型無線装置

端末無線装置

端末無線装置

統制台

統制局・基地局

統制局制御装置

データ伝送装置

基地局
無線装置

副統制台

運用管理装置

直流電源装置
ＤＣ－４８Ｖ

直流電源装置
ＤＣ＋１３．８Ｖ

無停電電源装置
ＡＣ１００Ｖ

発動発電機

空中線
共用装置

電話

PBX

ＦＡX

空中線
共用装置

発動発電機
直流電源装置

ＤＣ－４８Ｖ

基地局

移動局

PBX

内線電話

構内ｱﾝﾃﾅ

構内
ＰＨＳ

ＦＡX
可搬型無線装置

携帯型
無線装置

遠隔制御装置

車携帯型
無線装置

車載型
無線装置

遠隔制御装置
基地局

無線装置

端末局

ﾃﾞｰﾀ通信
ｱﾀﾞﾌﾟﾀ

無線中継回線

（山上中継所）可搬型無線装置

端末無線装置

端末無線装置

 

図 1-4 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの構成 

○統制局 

災害対策本部を置く市町村庁舎等に設置して基地局を制御する設備で、一斉通

信や統制通信、発着信規制、強制切断等の通信統制機能を有しており、基地局設

備を遠隔制御する統制局制御装置や通信統制を行う統制台等から構成する。 

○基地局 

端末局及び移動局と通信を行う無線局で、統制局と移動局等（端末局又は移動

局）間の通信及び移動局等相互間の通信を中継する。基地局は統制局と同じ庁舎

内に設置する場合と山上等の中継所に設置する場合があり、中継所等に置く場合

はマイクロ多重回線等の無線中継回線を介して統制局制御装置と接続する。 

○端末局 

基地局、移動局及び他の端末局と通信を行う無線局で、市町村の出先や地域の

防災関係機関、生活関連機関等に設置する。 

○移動局 

基地局、端末局及び他の移動局と通信を行う移動する無線局で、基地局の通信

エリア内では基地局を介して通信し、基地局の通信エリア外では基地局を介さず

移動局等相互間で直接通信を行う。また、移動局には全国の都道府県、市町村と
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の応援通信を可能にするため通話用周波数と直接通信用周波数の全部が割当てら

れる。 

統制局・基地局、端末局及び移動局を構成する装置を表 1-2 に示す。 

局 装置の名称 機  能 

基地局無線装置 

統制局制御装置と接続し、統制局と移動局等（移動

局・端末局）の間及び移動局等相互間の通信を無線中

継するための無線設備。統制局設備の障害発生時には

自動的に本装置による基地局折返し通信に切替わる。 

統制局制御装置 基地局無線装置を制御する装置。 

PBX 接続装置 

統制局制御装置と PBX（構内電話交換機）を接続す

る装置であり、PBX に収容している電話機からの通信

が可能。 

統制台 

一般通信、統制通信、一斉通信、緊急通信、応援通

信等の各種通信機能の設定操作や、発着信規制、通話

時間制限、強制切断等の統括・規制を行う装置。 

副統制台 統制台と同等の機能を持ち、切替運用が可能。 

運用管理装置 
統制局や基地局の各装置の運用状態や通話履歴等を

管理する装置 

データ伝送装置 
統制局と移動局等との間でデータなどの非音声通信

を行う装置。 

ファクシミリ送受信装置 個別通信と一斉通信が可能なファクシミリ装置。 

統
制
局
・
基
地
局 

遠隔制御装置 

消防本部など、統制台や副統制台から離れた別の場

所から通信するための装置であり、一般通信、統制通

信、一斉通信、緊急通信、応援通信等の通信を行うこ

とが可能。 

端末無線装置 
市町村の出先機関や地域の防災関係機関、生活関連

機関等に設置する無線設備。 

FAX・データ通信アダプタ 
端末局の無線装置とファクシミリ装置またはデータ

伝送装置を接続する装置。  

PBX 接続装置 

端末局の無線装置と PBX（構内電話交換機）を接続

する装置であり、PBX に収容している電話機からの通

信が可能。 

端
末
局 

遠隔制御装置 
端末局の無線装置から離れた場所から通信するため

の装置。  

車載型無線装置 車両に固定的に取り付ける無線装置。 

携帯型無線装置 ハンディータイプの無線装置。 

車携帯型無線装置 

車両に車載アダプタで半固定的に取り付ける無線装

置であり、無線装置を車載アダプタから取り外せば、

携帯型無線装置として使用可能。 

移
動
局 

可搬型無線装置 

通常は固定して使用し、緊急時等には携帯型として

持出し使用できる無線装置。遠隔制御装置やファクシ

ミリ装置、データ伝送装置等を接続することが可能。 

表 1-2 統制局・基地局、端末局及び移動局を構成する装置 
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(3) 防災行政、消防・救急無線システムのデジタル化と周波数移行 

ア 260MHz 帯の周波数割当て 

260MHz 帯デジタル防災行政無線システムには、図 1-5 に示すとおり周波数が割り

当てられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 260MHz 帯狭帯域デジタル通信方式の周波数割当 

 

防災行政用

ＴＤＭＡ方式

消防用

ＳＣＰＣ方式

270MHz帯

260MHz帯

陸上移動局用

基地局用

２６０ＭＨｚ帯 ２７０ＭＨｚ帯

TDMA TDMA SCPC

無線設備規則上の狭帯域デジタル通信方式適用周波数帯

TDMA移動局送信帯域 TDMA基地局送信帯域対波

SCPC
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イ アナログ方式の周波数の使用期限 

アナログ方式の防災行政用及び消防・救急用については、周波数割当計画や電波

法関係審査基準において、800MHz 帯の地域防災無線及び消防・救急無線の周波数の

使用期限が定められている。また、150MHz/400MHz 帯の都道府県・市町村防災行政

無線及び 60MHz 帯市町村防災行政無線の周波数については、平成 21 年 3月現在、使

用期限が定められていないものの、無線設備の耐用年数等を考慮した上で、できる

限り早期に 260MHz 帯等のデジタル方式に移行することと規定されている。（図 1-6

参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 アナログ方式の周波数使用期限等 

【消防・救急無線】 

【地域防災無線】 

【市町村防災行政無線】 

【都道府県防災行政無線】 

（固定系） 

 周波数帯：400MHz帯 

（移動系） 

 周波数帯：150MHz帯 

      400MHz帯 

（同報系） 

 周波数帯：60MHz帯 

（移動系） 

 周波数帯：150MHz帯 

      400MHz帯 

周波数帯：800MHz帯 

（移動系・固定系） 

 周波数帯：150MHz帯 

      400MHz帯 

アナログ防災行政無線 デジタル化と周波数の使用期限 

【都道府県デジタル総合移動通信システム】 

(使用期限） 

150MHz 帯 

400MHz 帯 

＜電波法関係審査基準＞ 

無線設備の耐用年数等考慮し

た上で、できる限り早期に

260MHz帯に移行すること 

【市町村デジタル同報通信システム】 

(使用期限) 

60MHz 帯 

【市町村デジタル移動通信システム】 

（使用期限） 

 150MHz帯 

 400MHz帯 

  

800MHz帯 平成23年5月31日まで  

【消防・救急デジタル移動通信システム】 

(使用期限) 

150MHz 帯 平成 28年 5月 31 日まで 

＜電波法関係審査基準＞ 

無線設備の耐用年数等考慮し

た上で、できる限り早期にデ

ジタル同報通信系に移行する

こと 

＜電波法関係審査基準＞ 

無線設備の耐用年数等考慮

した上で、できる限り早期に

260MHz帯に移行すること 
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第３節 北陸管内の防災行政無線の現状と課題 

 

(1) 県防災行政無線の整備状況 

北陸３県において、既に 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムを導入している石

川県及び福井県の整備状況を紹介する。 

ア 石川県のシステム概要 

防災行政無線の高度化、高機能化を図り、災害時の迅速な情報の収集・的確な伝

達を行うことを目的として、平成 5年 10月から供用していた従来の 60MHz 帯アナロ

グ方式から 260MHz 帯デジタル方式に、平成 18 年度から平成 19年度において整備を

進め設備を更新した。システムの構成図は図 1-7 のとおり。 

(ｱ) システムの概要 

・無線方式       地上系デジタル無線(260MHz 帯) 

・無線局数(構成)    統制局(県庁)1、18GHz 帯 FWA中継局 16、中継基地局 12、

端末局(土木事務所等)17、移動局(車載型)82、移動局(携

帯型)82 

・整備概要       全体事業費 730,980 千円 

・整備スケジュール  平成 17年度      伝搬調査、実施設計 

平成 18～19年度   整備工事 

・運用開始          平成 19年 12 月 1 日 

(ｲ）新システム(260MHz 帯デジタル)の主な特徴 

・IMS(いしかわマルチメディアスーパーハイウェイ)を一部活用し整備したこと

により、コストの縮減が図られた。 

・1 中継所につき 1 波(4 ﾁｬﾈﾙ)割当られ、60MHz 帯アナログ方式の 1 回線から 3

回線の使用が可能となった。 

・双方向の音声通信が可能となり、また、音声だけでなく、文字情報や画像等

のデータの伝送も可能となった。 

・中継所を 6カ所から 12 カ所に増やすことにより、県内のカバー率が 60MHz 帯

アナログ方式の約 70%から約 80%に改善された。 
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図 1-7 石川県防災行政無線地上系システム構成図 

 

イ 福井県のシステム概要 

災害情報の迅速かつ的確な収集・伝達の強化を図ることを目的として、260MHz 帯

デジタル方式に平成 18 年度から平成 19年度で整備を進めた。既存のマイクロ無線

回線網を活用し、福井防災情報ネットワークとして整備することにより、高い信頼

性を保ちつつ大幅な高度化を図っている。 

システムが有する機能について以下のとおりである。 

（ｱ）個別通信 

◆ トールダイヤル機能 

県庁統制局を介して多重無線回線と接続されており、県庁内線電話機、支

部・合庁局等の内線電話機、端末局の内線電話機、相互間で呼び出し、通話

することが出来る。トールダイヤル機能のイメージを図 1-8 に示す。 

石川土木 
不感地帯対策用 

珠洲土木 中能登土木 

県庁統制局 

いしかわマルチメディアスーパーハイウェイ 

（IMS光ファイバー網） 
NTT局舎 

NTT局舎 

NTT局舎 
NTT局舎 NTT局舎 

NTT局舎 

NTT局舎 
NTT局舎 

（６）＋（６） 

医王山 
中継基地

佐比野 
中継基地局 

宝   立 
中継基地局 

   富 来 
中 継 基 地

大聖寺土木 

南加賀土木 

航空消防隊 

航空自衛隊 

県央土木 

陸上自衛隊 

日赤県支部 

不感地帯対策用 

津幡土木 

羽咋土木 

志賀町監

道路公社 

不感地対策用 不感地対策用 不感地対策用 

（8）＋（8） 

（13）＋（13） 

（12）＋（12） 

（15）＋（15） 

（8）＋（8） 

（13）＋（13） 

中能登総合事務所 

奥能登土木 

奥能登総合事務所 （7）＋（7） 

凡例 

統制局                     1 局 

FWA 中継局                 16 局 

中継基地局                 12 局 

端末局（土木事務所等）    17 局 

移動局（車載型）（携帯型） 82+82 局 

IMS 光回線 

FWA 無線回線(18GHz) 

260MHz 帯デジタル無線回線 

獅子吼 

中継基地局 

三村山 
中継基地

白 峰 
中継基地局 

水無山 
中継基地局 

四村塚山 
中継基地局 

宝達山 
中継基地局 

高州山 
中継基地局 

大  谷 
中継基地
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図 1-8 トールダイヤル機能のイメージ図 

 

◆ 移動局間直接通信機能 

基地局を経由せず、移動局間相互での通話が可能。 

移動局間直接通信機能のイメージを図 1-9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-9  移動局間直接通信機能のイメージ図 

 

◆ グループ通信機能 

複数の移動局で構成されるグループを対象としたプレストーク方式の通信

が可能。グループ通信機能のイメージを図 1-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-10 グループ通信機能のイメージ図 

半固定局～車載移動局間等 

直接通信 

携帯間通話等 

庁舎 

交換機 
中継 

交換機 

多重無線回線 

 統制局 基地局無線 

・・・ 

260MHz 

 無線専用電話機 

・・・ 

   
 

 被遠隔 

端末局（市町村・県出先等) 

 遠隔制御装置 

支部・合庁等 

庁舎交換機 

内線電話機 

庁舎交換機  内線電話機 

 

県庁統制局 

 端末局(市町村・県出先等)には、屋外で

も使用可能な半固定型無線送受信装置を

整備しています。 

    
  

県庁統制局 

グループ通信 
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(ｲ) 一斉指令機能 

260MHz 帯デジタル通信を使って、端末局に対し一斉指令台から FAX 又は音声を

一斉送信することができる。一斉指令機能のイメージを図 1-11に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-11 一斉指令機能のイメージ図 

 

(ｳ) データ通信機能 

車載移動局からデジタルカメラで撮影した画像を県庁統制局に設置する画像記

憶サーバーに伝送することができる。各支部局からは多重無線回線を介して画像

記憶サーバーにアクセスし、画像を閲覧する事が出来る。データ通信機能のイメ

ージを図 1-12 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-12 データ通信機能のイメージ図 

・一斉指令（ＦＡＸ・音声）の送出 

・受令確認および受令信号収集 

基地局無線 

送受信装置 

 被遠隔制御装置 半固定型無線 

送受信装置 

受令確認 

端末局（市町村・県出先等) 

・一斉受令 
・受令確認送出 

一斉指令 

一斉指令台 
統制局 

制御装置 

受令装置 

（FAX、音声） 

260MHz 

県庁統制局 

 

   

    

一斉情報 

制御装置 

車載移動局 県庁統制局 

画像記憶サーバ 

260MHz 

車載型無線装置 

多重無線回線 

支部局 

画像閲覧ＰＣ 

 

 被遠隔 

制御装置 

 ﾃﾞｼﾞｶﾒ付 

ﾃﾞｰﾀ伝送PC 



 - 14 - 

福井県デジタル防災行政無線系統図を図 1-13に、福井県防災情報ネットワーク回線

構成図を図 1-14 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-13 福井県デジタル防災行政無線系統図 

八ツ杉中継局 

260MHz 帯デジタル系統図 

越知山中継局 

県庁統制局

久須夜ヶ岳中継局

陣ヶ岡中継局 

村国山中継局 
笹生川ダム管 

敦賀支部 

岳山中継局青葉山中継局 

勝山支部 

：県庁統制局

  ：支部局 

  ：中継局 

  ：ダム管等局

  ：基地局 

  ：端末局 

  ：260MHz 帯デジタル
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福井放送 

FM 福井 
☆ 
福井テレビ

☆ 
☆ 県立病院 

NHK福井 ☆ 
☆ 

福井駅 

あわら市 
☆ 
☆ 坂井保健 

☆ 

☆ 

敦賀美方消防 
☆ 

平成 20年 4月現在 
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図 1-14 福井県防災情報ネットワーク回線構成図 

龍ｹ鼻ダム

東京事務所 

福井駅 

原子力センター 

若狭保健 

勝山市 

丹生合庁 朝日支部 

鯖江支部 

今立支部 

福井合庁 

福井支部 

三国支部 坂井合庁 

敦賀支部 
敦賀合庁 

武生支部 
南越合庁 

県
庁
統
制
局 

県立病院 

真名川発電 

部子山 
反射板 

飯降山 
反射板 

奥越発電 

永平寺ダム 

藤倉山 
反射板 

桝谷ダム 

大野支部 
奥越合庁 

村国山 
中継局 

笹生川堰堤   笹生川 
 ダム管 

陣ｹ岡中継

2 2 

6 

2 

6 

3 

広野ダム管 広野堰堤 

久須夜ｹ岳 
 中継局 

岳山中継局 

越知山 
中継局 

坂井市 あわら市 坂井保健 

福井保健 鯖江保健 防災航空隊 

福井放送 ＮＨＫ 福井テレビ ＦＭ福井 

福井市 永平寺町 福井消防 嶺北消防 永平寺消防 

大野市 大野消防 大野保健 

鯖江丹生消防 越前市 鯖江市 越前町 南越消防 

高尾山 
反射板 

勝山支部 
3 

1 勝山消防 
端末局数 2 

県出先   0 

市町     1 

消防     1 
関係機関 0 

南越前町 

二州保健 敦賀美方消防 敦賀市 

おおい町 小浜市 若狭消防 

若狭町 美浜町 

小浜支部 
若狭合庁 

青葉山中継局 

高浜町 

4 

4 

1 

1 

八ﾂ杉中継局 

池田町 
3 

1 

4 

2 
20 

6 

1 

4 

20 

1 

1 

凡例 

3 

14 

1 

1 

30 

5 

端末局数 3 

県出先   1 

市町     1 

消防     1 

関係機関 0 

端末局数 3 

県出先   1 

市町     2 

消防     0 

関係機関 0 

端末局数 14 

県出先   4 

市町     2 

消防     3 
関係機関 5 

端末局数 1 

県出先   0 

市町     1 

消防     0 
関係機関 0 

端末局数 5 

県出先   0 

市町     3 

消防     2 
関係機関 0 

端末局数 1 

県出先   0 

市町     1 

消防     0 

関係機関 0 

端末局数 3 

県出先   1 

市町     1 

消防     1 

関係機関 0 
端末局数 2 

県出先   0 

市町     2 

消防     0 
関係機関 0 

端末局数 4 

県出先   1 

市町     2 

消防     1 
関係機関 0 

端末局数 1 

県出先   0 

市町     1 

消防     0 

関係機関 0 

  
おおい町名田庄 若狭町上中 

南越前町河野 南越前町今庄 越前市今立 越前町宮崎 越前町越前 

越前町織田 大野市和泉 永平寺町上志比 永平寺町永平寺 坂井市春江 

坂井市三国 坂井市丸岡 福井市越廼 福井市清水 福井市美山 
端末局数 17 

県出先   0 

市町    17 

消防     0 
関係機関 0 

福井備蓄 もんじゅ ふげん 関電高浜 関電大飯 

関電美浜 原電敦賀 福井火力 福井医師会 日赤福井 

舞鶴自衛隊 鯖江自衛隊 福井海保 敦賀海保 福井気象台 端末局数 15 

県出先   0 

市町     0 

消防     0 
関係機関 15 

 
日野上水 坂井上水 

滝波発電 中島発電 武生保健 福井空港 

敦賀港湾 福井港湾 越前漁港 環境センター 端末局数 10 

県出先   10 

市町     0 

消防     0 
関係機関 0 

4 

4 

2 

6 

260MHz帯デジタル基地局 

ヘリ用260MHz帯デジタル 

携帯基地局 

150MHz帯第二全県基地局 

260MHz帯デジタル移動局 

ヘリ用260MHz帯デジタル携帯局 

150MHz帯第二全県移動局 

衛星車載局 

衛星地球局 

可搬型地球局 

衛星電話(固定型) 

衛星電話(車載型) 

12GHz帯多重無線回線 

7.5GHz帯多重無線回線 

7GHz帯バックアップ回線 

18GHz帯FWA回線 

260MHz帯デジタル回線 

有線回線 

県水防回線 

(注)国土交通省回線 

支部・合庁 

ダム管等 

県出先機関 
市町・消防 

国等防災関係 

機関 

東京局 

龍ヶ鼻ダム 
連絡所 

(注) 

平成 20 年 4月現在 
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(2) 市町村防災行政無線の整備状況 

ア 北陸管内の市町村別整備状況 

北陸管内の各市町村における防災行政無線の設置状況は、図 1-15のとおりである。 

特に、4 市町村において移動系や同報系のいずれも未整備となっている状況であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-15 北陸管内の防災行政無線の設置状況 

 

イ 合併前後の市町村別・導入システム別の整備状況 

市町村別の各システム（同報系、移動系、地域防災）の整備状況について、合併

前の市町村の状況を列記して、表 1-3から表 1-5 に示す。 

色枠で囲んであるように、合併後の市町内において整備されていない地域がある

ことや整備されていてもシステムの方式が異なっていることが課題と考える。 

 

○ 富山県の整備状況                  平成 20年 6 月現在 

市町村 同報系 移動系 地域防 

合併後 合併前 合併後 合併前 合併後 合併前 合併後 合併前 

富山市 （Ａ） Ａ Ａ 

婦中町 Ｄ Ａ  

山田村 Ａ Ａ  

八尾町 Ａ Ａ  

大沢野町 Ａ なし  

細入村 Ａ Ａ  

富山市 

大山町 

▲ 

Ａ 

▲ 

Ａ 

○ 

 

富山県 

福井県 

金沢市 
野々市町 

能美市 

津

小浜市 
高

石川県 

砺波市 

平成20年6月現在 
ｱﾅﾛｸﾞ同報系のみ 

ｱﾅﾛｸﾞ移動系のみ 

ｱﾅﾛｸﾞ同報・ｱﾅﾛｸﾞ移動系 

ｱﾅﾛｸﾞ同報系・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ移動系 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ同報系・ｱﾅﾛｸﾞ移動系 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ同報系・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ移動系 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ同報系のみ 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ移動系のみ 

3 

8 

29 

0 

0 

6 

1 

0 

（注）地域防災無線は、アナログ移動系 

   無線に含めて表示している。 

（注）枠内の数値は 該当 
   市町村数を示す。 

珠洲市 輪島市 

能登町 
穴水町 

志賀町 

七尾市 

羽咋市 
中能登町 

氷見市 
宝達志水町 

かほく市 

津幡町 内灘町 

川北町 

白山市 

小松市 
加賀市 

あわら市 

坂井市 

勝山市 

大野市 池田町 

南越前町 

敦賀市 

美浜町 

若狭町 
おおい町 

高浜町 

福井市 

越前町 

鯖江市 

越前市 

朝日町 

入善町 

黒部市 
魚津市 

滑川市 

上市町 
立山町 

富山市 南砺市 

小矢部市 射水市 

高岡市 

舟橋村 
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高岡市 Ａ Ａ   
高岡市 

福岡町 
○ 

Ａ 
○ 

Ａ   

魚津市 ○ Ａ ○ Ａ   

氷見市 ▲ （Ａ） ○ Ａ   

滑川市 ○ Ａ ○ Ａ   

黒部市 Ａ Ａ   
黒部市 

宇奈月町 
○ 

Ａ 
○ 

Ａ   

砺波市 なし Ａ   
砺波市 

庄川町 
▲ 

Ａ 
○ 

Ａ   

小矢部市 ○ Ａ ○ Ａ   

福野町 Ａ Ａ   

福光町 Ａ Ａ   

城端町 Ｄ Ａ   

井波町 Ａ Ａ   

井口町 Ａ Ａ   

上平村 Ａ Ａ   

平村 Ａ Ａ   

南砺市 

利賀村 

○ 

Ａ 

○ 

Ａ   

小杉町 Ａ Ａ   

新湊市 Ａ Ａ   

大島町 なし なし   

大門町 Ａ なし   

射水市 

下村 

▲ 

Ａ 

▲ 

Ａ   

舟橋村 × なし × なし   

上市町 
○

J-ALERT 
Ｄ ○ Ａ   

立山町 ○ Ａ ○ Ａ   

入善町 ○ Ａ ○ Ａ   

朝日町 ○ Ａ ○ Ａ   

    
（注）「合併後」欄＝○：全域整備  ▲：一部未整備地域あり  ×：未整備 

「合併前」欄＝Ａ：アナログ方式  Ｄ：デジタル方式 

：合併前の市町村単位で整備の有無やＡ・Ｄの方式が異なる地域 
 

表 1-3 富山県における市町村防災行政用無線局の整備状況 
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○ 石川県の整備状況                  平成 20年 6 月現在 

市町村 同報系 移動系 地域防 

合併後 合併前 合併後 合併前 合併後 合併前 合併後 合併前 

金沢市 ○ Ａ × なし ○ Ａ 

七尾市 Ａ Ａ  

田鶴浜町 Ａ Ａ  

能登島町 Ａ Ａ  
七尾市 

中島町 

▲ 

なし 

▲ 

なし 

 

 

小松市  × なし ○ Ａ   

輪島市 Ａ Ａ  
輪島市 

門前町 
▲ 

なし 
○ 

Ａ 
 

 

珠洲市 ○ Ａ ○ Ａ   

加賀市 なし Ａ   
加賀市 

山中町 
× 

なし 
○ 

Ａ   

羽咋市 ○ Ａ ○ Ａ   

宇ノ気町 なし なし   

七塚町 なし なし   かほく市 

高松町 

× 

なし 

× 

なし   

松任市 なし Ａ   

美川町 Ａ Ａ   

鶴来町 なし Ａ   

河内村 Ａ Ａ   

鳥越村 Ａ Ａ   

吉詩谷村 Ａ Ａ   

尾口村 Ａ Ａ   

白山市 

白峰村 

▲ 

Ａ 

○ 

Ａ   

辰口町 Ａ Ａ   

寺井町 Ａ Ａ   能美市 

根上町 

○ 

Ａ 

○ 

Ａ   

川北町 × なし × なし   

野々市町 × なし ○ Ａ   

津幡町 × なし × なし   

内灘町 ○ Ａ × なし   

志賀町 Ａ なし   
志賀町 

富来町 
○ 

Ａ 
▲ 

Ａ   

志雄町 なし Ａ   
宝達志水町 

押水町 
× 

なし 
○ 

Ａ   

鳥屋町 Ａ なし   

鹿島町 Ａ なし   中能登町 

鹿西町 

○ 

Ａ 

× 

なし   

穴水町 ○ Ａ × なし   

能都町 Ａ なし   

柳田村 なし なし   能登町 

内浦町 

▲ 

なし 

▲ 

Ａ   
 
（注）「合併後」欄＝○：全域整備  ▲：一部未整備地域あり  ×：未整備 

「合併前」欄＝Ａ：アナログ方式  Ｄ：デジタル方式 

：合併前の市町村で、整備の有無やアナログ・デジタルの方式が異なる地域 

表 1-4 石川県における市町村防災行政用無線局の整備状況 
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○ 福井県の整備状況                   平成20年6月現在 

市町村 同報系 移動系 地域防 

合併後 合併前 合併後 合併前 合併後 合併前 合併後 合併前 

福井市 Ｄ Ａ Ａ 

美山町 Ａ Ａ  

清水町 なし Ａ  
福井市 

越廼村 

▲ 

Ａ 

○ 

Ａ 

○ 

 

敦賀市 ○ Ａ ○ Ａ   

小浜市 × なし ○ Ａ   

大野市 なし Ａ   
大野市 

和泉村 
× 

なし 
○ 

Ａ   

勝山市 × なし ○ Ａ   

鯖江市 ○ Ｄ ○ Ａ   

金津町 なし Ａ   
あわら市 

芦原町 
▲ 

Ａ 
○ 

Ａ   

武生市 Ａ Ａ   
越前市 

今立町 

▲

J-ALERT なし 
○ 

Ａ   

坂井町 Ａ なし Ａ 

三国町 なし Ａ  

春江町 Ａ Ａ  
坂井市 

丸岡町 

▲ 

Ａ 

▲ 

Ａ 

○ 

 

松岡町 なし Ａ   

永平寺町 Ａ Ａ   永平寺町 

上志比村 

▲ 

Ａ 

○ 

Ａ   

池田町 ○ Ａ ○ Ａ   

南条町 なし ○ Ａ   

今庄町 なし  Ａ   南越前町 

河野村 

▲ 

Ａ  Ａ   

越前町 Ｄ ○ Ａ   

織田町 なし  Ａ   

朝日町 なし  Ａ   
越前町 

宮崎村 

▲ 

なし  Ａ   

美浜町  
○

J-ALERT 
Ａ ○ Ｄ   

高浜町 × なし ○ Ａ   

大飯町 Ａ Ａ ○ Ａ 
おおい町 

名田庄村 
▲ 

なし 
○ 

Ａ   

三方町 なし Ａ   
若狭町 

上中町 
▲ 

Ａ 
○ 

Ａ   

（注）「合併後」欄＝○：全域整備  ▲：一部未整備地域あり  ×：未整備 
「合併前」欄＝Ａ：アナログ方式  Ｄ：デジタル方式 

：合併前の市町村で、整備の有無やアナログ・デジタルの方式が異なる地域 
 

表 1-5 福井県における市町村防災行政用無線局の整備状況 
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ウ 各県のシステム別整備率 

各県市町村の各システム（同報系、移動系、地域防災）の整備率を表 1-6 に示す。 

デジタル方式のシステムの整備がほとんど進んでおらず、普及促進が課題と考え

る。 

（平成 20 年 6 月現在） 

県名 
全市町 

村数 

整備市 

町村数 

同報系 

整備数 

移動系 

整備数 

地域防 

整備数 

同報系デジ

タル整備数 

移動系デジ

タル整備数 

デジタル併

有整備数 

富山県 

(整備率) 
15 

14 

(93.3%) 

13 

(86.6%) 

14 

(93.3%) 

1 

(6.6%) 

3 

(20.0%) 
0 0 

石川県 

(整備率) 
19 

16 

(84.2%) 

12 

(63.1%) 

12 

(63.1%) 

1 

(5.3%) 

0 

 

0 

 

0 

 

福井県 

(整備率) 
17 

17 

(100%) 

13 

(76.4%) 

16 

(94.1%) 

3 

(17.6%) 

3 

(17.6%) 

1 

(5.8%) 
0 

全国 

(整備率) 
1,816 

1,707 

(94.0%) 

1,373 

(75.6%) 

1,543 

(84.9%) 

222 

(12.2%) 

180 

(9.9%) 

73 

(4.0%) 
22 

表 1-6 市町村防災行政用無線の整備率 

（注 1） 全国値は、平成 20年 3月末現在  

（注 2） 各項目の考え方は、次のとおり。 

整備市町村数：同報系、移動系又は地域防災のいずれかが整備されている市区町村数 

同報系整備数：同報系が整備されている市区町村数（デジタルを含む） 

移動系整備数：移動系が整備されている市区町村数（デジタルを含む） 

地域防整備数：地域防災無線が整備されている市区町村数 

同報系デジタル整備数：同報系整備数のうちデジタル同報系を整備している市区町村数 

移動系デジタル整備数：移動系整備数のうちデジタル移動系を整備している市区町村数 

デジタル併有整備数 ：同報系デジタル及び移動系デジタルの両方を整備している市区町村数 

 

 

エ 市町村別・局種別無線局数 

市町村ごとの局種別無線局数は、表 1-7 から表 1-9に示すとおりである。 

3 県の整備済みの市町 47 のうち、25 市町では陸上移動局の保有数が 39以下とな

っていることから、小規模整備の自治体においても導入しやすい方策の検討が必要

である。 

 

○富山県の局種別無線局数                             （平成 20 年 6 月現在） 

免許人 ＦＸ 
(固定局) 

ＦＢ 
(基地局) 

ＭＬ 
(陸上移動局) 

ＦＢＲ 
(陸上移動

中継局) 

ＦＰ 
(携帯基地局) 

ＭＰ 
(携帯局) 

ＦＡ 
(航空局) 

ＭＡ 
(航空機局) 

合計 

富山県 7 36 251 0 4 2 7 1 308 

富山市 105 9 396 1 0 0 0 0 511 

滑川市 35 1 18 0 0 0 0 0 54 

魚津市 9 1 21 0 0 0 0 0 31 

高岡市 51 2 44 0 0 0 0 0 97 

黒部市 35 2 42 0 0 0 0 0 79 

射水市 55 3 61 0 0 0 0 0 119 
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小矢部市 1 1 6 0 0 0 0 0 6 

砺波市 1 2 55 0 0 0 0 0 58 

南砺市 66 8 199 0 0 0 0 0 273 

氷見市 33 1 48 0 0 0 0 0 82 

上市町 29 1 36 0 0 0 0 0 66 

朝日町 27 2 16 0 0 0 0 0 45 

入善町 5 1 19 0 0 0 0 0 25 

立山町 1 1 31 0 0 0 0 0 33 

 

表 1-7 富山県の市町村別・局種別無線局数 

 

 

○石川県の局種別無線局数                             （平成 20 年 6 月現在） 

免許人 ＦＸ 
(固定局) 

ＦＢ 
(基地局) 

ＭＬ 
(陸上移動局) 

ＦＢＲ 
(陸上移動

中継局) 

ＦＰ 
(携帯基地局) 

ＭＰ 
(携帯局) 

ＦＡ 
(航空局) 

ＭＡ 
(航空機局) 

合計 

石川県 1 21 189 0 0 0 4 1 216 

金沢市 172 1 300 2 0 0 0 0 475 

小松市 2 2 27 0 0 0 0 0 31 

羽咋市 18 1 24 0 0 0 0 0 43 

加賀市 0 1 21 0 0 0 0 0 22 

七尾市 166 2 35 0 0 0 0 0 203 

珠洲市 91 2 15 0 0 0 0 0 108 

白山市 39 10 159 0 0 0 0 0 208 

能美市 24 3 21 0 0 0 0 0 48 

輪島市 5 1 17 0 0 0 0 0 23 

内灘町 30 0 0 0 0 0 0 0 30 

野々市町 0 1 27 0 0 0 0 0 28 

宝達志水

町 
0 2 41 0 0 0 0 0 43 

志賀町 89 1 8 0 0 0 0 0 98 

中能登町 28 0 0 0 0 0 0 0 28 

穴水町 2 0 0 0 0 0 0 0 2 

能登町 11 1 11 0 0 0 0 0 23 

 

表 1-8 石川県の市町村別・局種別無線局数 
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○福井県の局種別無線局数                             （平成 20 年 6 月現在） 

免許人 ＦＸ 
(固定局) 

ＦＢ 
(基地局) 

ＭＬ 
(陸上移動局) 

ＦＢＲ 
(陸上移動

中継局) 

ＦＰ 
(携帯基地局) 

ＭＰ 
(携帯局) 

ＦＡ 
(航空局) 

ＭＡ 
(航空機局) 

合計 

福井県 34 13 182 0 5 1 4 1 240 

福井市 152 7 210 2 0 0 0 0 371 

あわら市 14 2 14 0 0 0 0 0 30 

越前市 4 2 31 0 0 0 0 0 37 

坂井市 11 4 131 0 0 0 0 0 146 

鯖江市 2 1 41 0 0 0 0 0 44 

勝山市 0 1 49 0 0 0 0 0 50 

大野市 0 2 53 0 0 0 0 0 55 

小浜市 0 1 16 0 0 0 0 0 17 

敦賀市 1 1 21 0 0 0 0 0 23 

おおい町 3 1 46 2 0 0 0 0 52 

永平寺町 2 3 45 0 0 0 0 0 50 

越前町 14 4 65 0 0 0 0 0 83 

高浜町 0 1 16 0 0 0 0 0 17 

若狭町 1 2 28 0 0 0 0 0 31 

池田町 3 2 12 0 0 0 0 0 17 

南越前町 20 3 25 0 0 0 0 0 48 

美浜町 60 1 59 0 0 0 0 0 120 

 

表 1-9 福井県内の市町村別・局種別無線局数 

 

(3) 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの整備動向 

ここでは、平成 20 年 12 月に実施した北陸管内の市町村へのニーズ調査に基づき整

備動向を分析することとし、市町村のニーズ調査結果の詳細は第 2章第 3節において

記載する。 

ア 各市町村の整備計画 

各市町村での 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムの整備計画は、3の市町村

が整備済み又は整備中であり、2 の市町村が具体的な整備計画を持っている。また

13 の市町村が整備を検討している。その一方で、28の市町村が当面の整備計画がな

いか又は整備計画は未定となっている状況である。 

イ 各市町村の整備方法 

各市町村で 260MHz 帯デジタル防災行政無線システムを整備する場合の方法とし

て、19 の市町村が単独整備を、14 の市町村が県のシステムを利用したいとしており、

隣接市町村との共同整備を考えているのは 1市町村だけとなっている。 

また、当面の整備計画がないとした市町村の内、6の市町村では地域 WiMAX や MCA

等の他の通信システムの導入を検討している。 

なお、現在、整備済み又は整備中の市町村は、すべて単独整備を行うとしている。 


